
１　総括
 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（参考）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

１　職員手当には退職手当を含まない。
    ２　職員数は、平成18年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）1　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
　　　2　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１９年４月１日現在）

　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

（注） １「平均給料月額」とは、１９年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

 

　

（2) 職員の初任給の状況（１９年４月１日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（１９年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

２「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計した
ものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことか
ら、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

うち自動車運転手

類似団体

国

福島県
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技能労務職

292,657

－

48.3 67

－

176,800

151,050

伊達市

経験年数２０年
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国
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―
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―

410,533

305,183

2



３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（１９年４月１日現在）

（注）１　伊達市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
    ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（注） 平成19年に９級制から７級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

標準的な職務内容

２　　級

１　　級

区　　分 職員数

部長（8）　総合支所長（5）　議会事務局長（1）　教育部長(1)

主任主事（41）　主任技師（2）

43

　　　　　　　　人

７　　級
　　　　　　　　人

５　　級

部次長（4）　総合支所次長（4）　参事（7）

構成比

　　　　　　　　％　　　　　　　　人

４　　級

　　　　　　　　％

1.7

　　　　　　　　人

7

8.736

　　　　　　　　％　　　　　　　　人

10.4

　　　　　　　　％

212

　　　　　　　　％　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

51.4

　　　　　　　　％

85 20.6
３　　級

主事（2）　技師(1)　主事補（3）　技師補(0)　保育士(1)

課長（24）　つきだて花工房所長(1)　病院事務長（1）  事務局長（2）　公
民館長（4）　図書館長(1)　給食センター所長（2）　市民協働推進室長(1)

課長補佐（37）　ＣＡＴＶ室長（1）　保健センター所長(4)　病院事務次長
(2)　副主幹(11)　副技幹(2)　主任主査(135)　主任技査(13)　ふるさと会館
副館長(1)　公民館副館長(4)　専門教諭(1)　梁川プール所長(1)

主任主査（28）　主任技査（3）　主査(48)　技査(6)

６　　級

3.6

3.615

　　　　　　　　％

15

１級
1.7%

２級
10.4%２級

1.5%

３級
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３級
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４級
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４級
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５級
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５級
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（１８年度支給割合） （18年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 職制上の段階、職務の級等による加算措置 有

（注）(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（2) 退職手当（１９年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

退職手当の１人当たり平均支給額は、１８年度に退職した職員に支給された平均額である。

（3) 地域手当（１９年４月１日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

％ ％

30.55

伊　　　　　達　　　　　市

国

23.50

伊　　　　　　　　　　　達　　　　　　　　　　　市

2.95

1.55 0.75

2.95

１人当たり平均支給額（1８年度）

支給実績（平成18年度決算）

支給対象地域 支給率

47.50

41.34

47.50

59.28

59.28

１人当たり平均支給額（１８年度）

30.55

59.28

福　　　　　島　　　　　県

1.45 1.45

0.75

33.50

23.50

41.34

59.28

33.50

千円

・その他の加算措置　  定年前早期退職特例措置として２％～２
０％の加算があります。
・退職時特別昇給　　　 １～２号給
・一人当たり平均支給額 　　　１１,１７６千円　　　　　　２４,４３４千
円

1,806

1.55

1,804

59.2859.28

国の制度（支給率）

定年前早期退職特例措置
（２％～２０％加算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成18年度決算）

支給対象地域 支給率

円

支給対象職員 国の制度（支給率）

（注）
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 (4) 特殊勤務手当（１９年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

水道料金等徴収業務に従事したとき

月額　3,500円

つきだて花工房に勤務する職員で、専ら施設の管理運営業務
に従事

千円

水源地に勤務したとき

水道に関する事務に専ら従事する者水道作業職員手当

404

水道事業職員

水道料金等徴収手当

月額　6,000円

日額1回　500円

1件　5,000円

1回　2,000円～3,200円

現地において公共の用に供する土地の取得等の交渉の業務に
従事したとき

保健指導に関する業務に従事したとき

人の死体の収容、搬送等の作業に従事したとき

月額　12,600円～23,000円

月額　100,000円～300,000
円

日額1回　500円

月額　6,000円

現地において排水設備検査の作業に従事したとき

梁川病院に勤務したとき

月額　6,000円

日額1回　500円

月額　6,000円

月額　6,000円

左記職員に対する支給単価

48,663

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、屋外におい
て応急作業又は復旧作業に従事したとき

感染症の防疫作業に従事したとき

徴収業務に従事したとき、又は保育料等税外収入の徴収業務
に従事したとき

22.3職員全体に占める手当支給職員の割合（19年度）

市税等徴収手当

防疫作業手当

災害現場作業手当

幼稚園教諭

１回　500円

医師

梁川病院に勤務したとき 月額　11,500円～50,000円

現地における地籍調査に従事したとき

病院勤務職員

保育士

社会福祉に関する業務に専ら従事する者

税務職員手当

手当の名称 主な支給対象業務

右記業務に従事した職員

支 給 実 績 （ 平 成 １ ８ 年 度 決 算 ） 171,397

保健指導業務手当

梁川病院に勤務したとき

医療技師

右記業務に従事した職員

梁川病院に勤務したとき

専ら園児の教育業務に従事する者

斎場勤務職員 斎場の業務に従事する者

つきだて花工房勤務手当

用地交渉手当

手当の種類（手当数）

支給実績（平成18度決算） 8,979

社会福祉職員手当

右記業務に従事した職員

税務職員

保育業務に従事したとき

支給職員１人当たり平均支給年額（平成18度決算）

市税の賦課及び徴収に関する事務に専ら従事する者

主な支給対象職員

右記業務に従事した職員

生活保護担当職員

右記業務に従事した職員

月額　3,000円

日額1回　350円

右記業務に従事した職員

医師、薬剤師

右記業務に従事した職員

看護師、准看護師

月額　13,000円

給食センターでボイラーを運
転する職員

右記業務に従事した職員

右記業務に従事した職員

日額1回　500円

日額1回　500円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 １ ８ 年 度 決 算 ）

日額1回　500円

23

日額1回　500円

月額　3,000円

下水道排水設備検査手当

幼稚園職員手当

つきだて花工房職員

水源地勤務手当

ボイラー運転従事手当

斎場業務手当

ボイラーの運転に従事したとき

国土調査職員手当

保健師、栄養士

保育園職員手当

放射線技師、衛生検査、理
学・作業療法手当

病院危険手当

看護深夜勤務手当

研究手当

診療手当

千円

梁川病院に勤務したとき

死体取扱作業手当
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（6) その他の手当（１９年４月１日現在）

配偶者

2人まで(配偶者扶養)

1人(配偶者非扶養)

1人(配偶者なし)

その他

特定期間の加算

1　職員の居住する借家・借間

3　自宅

2.自動車等の使用者

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

左と同じ条件で、月額が12,000円

0

同

異

円

異

異

24,720

異

20,500円<家賃<52,500円→(家賃額－20,500円)÷
2+11,000円

扶
養
手
当

同

住
居
手
当

異

20,500円以下→家賃－9,500円

24,456
千
円

57,012 円

0
千
円

円

～

～

40km

55km

45km

15km

20km

60km

～

～

単
身
赴
任
手
当

300km

～

～

700km

100km

支
給
額

加
算
額

1,500km

1,300km ～

～

1,500km

～

1,300km

～

定額

12,000 円

30,000 円

40,000 円

国の制度と異なる内容

11,000円

手当名

74,104

6,000円

6,500円

（18年度決算）

支給実績
（18年度決
算）

211,724
千
円

千
円

87,663

支給職員１人当たり

平均支給年額

円

異 家賃23,000円以下→家賃－12,000円

異
23,000円<家賃<55,000円→(家賃額
－23,000円)÷2+11,000円

月額12,000円を超える家賃を支払う
職員

55,000円以下については運賃等相当
額

(1)単身赴任手当を支給される職員で、配偶者が
居住するための住宅を借り受け、現に当該住宅に
配偶者が居住し、月額12,000円を超える家賃を支
払っている職員

5,000円

自ら居住するための住宅を借り受け、現に当該住
宅に居住し、月額9,500円を超える家賃を支払っ
ている職員

～

～

35,000 円

家賃52,500円以上→27,000円

2　配偶者等の居住する借家・借間

5,000円

45km

40km

50km

55km

60km

1,100km

同

6,000 円

45,000 円

23,000 円

26km

500km

支給要件　官署を異にする異動又は在勤する官署
の移転に伴い、転居し、やむを得ない事情により
同居していた配偶者と別居し、単身で生活するこ
とを常況とし、距離制限(60km)を満たす職員

～

～

50km

～

～

24,500 円

8,900 円

51,000円以下については運賃等相当額

通勤のために自動車等の使用を常例とすること、
徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が
片道2km以上であること

内容及び支給単価

5km

10km

通
勤
手
当

国の制度と
の異同

13,000円

～

4,100 円

～ 15km 6,500 円

10km

35km 16,100 円30km ～

25km ～

55,000円以上→27,000円

11,300 円

13,700 円

25km

異
その所有に係る住宅のうち当該新築
又は購入の日から起算して５年を経
過していないものに居住している職
員で世帯主であるもの

新築又は購入の日から起算して5年を経過するま
では3,500円

異

30km

20km

左と同じ条件で、月額が12,000円

1.交通機関等の利用者

同

(2) 単身赴任手当を支給される配偶者のない職員
で、単身赴任手当の支給要件に係る子が現に居住
している住宅を借り受け、月額12,000円を超える
家賃を支払っている職員

その所有に係る住宅に居住している職員で世帯主
である者　2,500円

通勤のために交通機関等の利用を常例とするこ
と、 運賃等の負担を常例とすること、徒歩によ
り通勤するものとした場合の通勤距離が片道2km
以上であること

同

　4km

2,500 円　2km

6km 3,700 円

4km

8km

7,500 円

12km 14km 8,700 円

12km10km

10km 6,200 円

　6km

16km 10,000 円　14km

18,500 円 16km 18km 11,300 円

異

5,000 円

　8km

18km 20km 12,500 円

21,800 円 20km 22km 13,800 円

20,900 円

22km 24km 15,000 円

23,600 円 24km 26km 16,300 円

22,700 円

28km 17,500 円

900km 24,000 円

300km

500km

18,000 円700km

1,100km

900km

5km 2,000 円

支
給
額

（

片
道
）

～

35km
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５　特別職の報酬等の状況（１９年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式）

給料月額×在職月数×支給率（48/100）

給料月額×在職月数×支給率（29/100）

給料月額×在職月数×支給率（26/100）

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

3.35

216,600

750,000

　　（18年度支給割合）

321,100

241,300

9,360,000

円84,969
千
円

602,607

退職時

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月） 勤めた場合における退職手当の
見込額である。

（支給時期）

退
職
手
当

市 区 町 村 長

副 市 長

備　　　　考

0 0 円

4,200 円

5,100 円

特別の
日直

農場等にお
ける当直

常直

千
円

5,900 円

20,000 円

収 入 役

宿
日
直
手
当

一般の宿日直　　　5,400円
医師の当直　　　 20,000円

給

料

寒
冷
地
手
当

8,300 円 1,820 円 0 円

部長 72,000 円

750,000

542,000

240,000

822,000

（参考）類似団体における最高／最低額

574,000

551,000

475,000

報

酬

議 長

収 入 役

副 議 長

副 市 長

次長・参事

800,000

区 分

市 長 1,010,000

課長補佐 39,100 円

世帯等の区分

世帯主である職員

11,560 円

その他
の職員

扶養親族が2
人以下の職
員

扶養親族の
ない職員

期
末
手
当

副 議 長

議 員

副 市 長

市 区 町 村 長

収 入 役

議 長

同

11,136,000

250,000507,000

23,270,400 退職時

退職時

（１期の手当額）

　　（18年度支給割合）

議 員

扶養親族が3
人以上ある
職員

研修施設等
における当

医師の当直
異

管
理
職
手
当 病院長 110,100 円

給食センター副所長 35,300 円

58,200 円

課長・主幹・各行政委員会事務局長 47,800 円

給料月額等

679,000

3.35

1,020,000

305,000

21,000 円

勤務時間が5時間未満
の場合

50/100

一般の宿日直

13,059
千
円
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（平成19年４月１日現在）

つきだて花工房宿泊客増による職員増

人口１万人当たり職員数 人

人）

人口１万人当たり職員数 人

人）

[  ］ [ 0 ］ 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（2)年齢別職員構成の状況（１９年４月１日現在）

　

＜参考＞

79.90
（類似団体の人口１万人当たり職員数 94.80

人口１万人当たり職員数

＜参考＞

70.36

107 63395 0

子育て支援充実化を目指しての職員増

主 な 増 減 理 由

機構改革による職員数見直し

機構改革による職員数見直し

機構改革による職員数見直し

機構改革による職員数見直し

61.22

機構改革による職員数見直し

機構改革による職員数見直し

対前年
増減数

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

人

＜参考＞

人 人

47歳 51歳 59歳 以上

人 人

税務

0

1

43 111

44歳

人

74

～

56歳

43歳

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

31

2
0

31病院

下水道

小　計
14

19

労働

農林水産

31

551

126

0 0

78
普
通
会
計
部
門

計 426

556

教育部門

一
般
行
政
部
門

議会

総務

28歳20歳

16
78

合　　計

20歳

23歳

639

24歳

             

～ ～

0

～

-12

39歳

～ ～

60歳

計

～

91.11

-5

～

-10

646

36歳 40歳

27歳

区　分

未満

12

634

35歳31歳

41

48歳

人

72

人 人人
職員数

2 13 28 47

水道

その他

12

88

人

（類似団体の人口１万人当たり職員数

130

32歳

人人

～

0

小　計

消防部門

29

425

商工

土木

5

35 6
8 9

4
0

32 -739

平成19年

-12160 148

職 員 数

5 5

平成18年

衛生 41 43 2

65 66 1
民生

52歳

～

55歳

88 10

1

0.7

6.5

8.6

11.5

16.1

14.9

0.3

2.1

4.4

7.4

11.4 11.7

16.9

6.0

7.7

13.5 14.5

6.5

6.8

17.5

15.0

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1
0

1
1

1
2

１年前の構成比

構成比

%
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(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

人 人 人 ％

人 人 人 ％

人 人 人 ％

（参考）平成２２年4月1日における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。
    ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降現年までの職員増減数の累計を示す

▲ 25 ▲ 21.4

―

計画期間

計

▲ 30 ▲ 7.4

135 120 ▲ 15 ▲ 11.1

408 378

▲ 10.6▲ 70590

純減率純減数平成22年4月1日　職員数

662人職員数

-23人

639人

増 減

増 減 -29人

総数

平成17年4月1日　職員数

660

（ 156.0％）

―

―

（▲53.3％）

―

数値目標

15人

-9人

135人 126人教　育

計画始期 １年目

410人 425人

増 減

職員数

一般行政

１７年 １８年

職員数

平成17年4月1日 平成22年4月1日

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

（各年４月１日現在）

計

17年～19年

117

教育部門
内
訳

一般行政部門

公営企業等会計
部門

590人

始　期 終　期

　　　（　　％）

92

1人

消　防 職員数

増 減

増 減

117人 88人公 営 企 業 職員数

等 会 計

（　33.3％）

１９年

２年目

426人

（　40.0％）

―

（注）

78人

-10人

634人

-5人

130人

4人

9



７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況
ア　決算

（参考）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、１９年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（１９年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

１　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

２　基本給には、月額給料及び調整額、扶養手当を含みます。

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（１８年度支給割合） （１８年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 職制上の段階、職務の級等による加算措置 有

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

普　　通　　会　　計

（注）

伊　　　　　達　　　　　市

１人当たり平均支給額（１８年度）

1,862 1,804

2.95 1.45 1.45

１人当たり平均支給額（１８年度）

　　　　　　Ａ

18年度

21

人

１８年度

区　　分

1,453,257 -87,446

Ａ

一人当たり

2.95

区　　分

1.55 1.55 0.750.75

平　均　年　齢

572,943

665,826

平均月収額

職員数

46.9

45.3

千円

151,353

団 体 平 均

伊 達 市

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

給　 料

10.41%151,353

Ｂ
17年度の総費用に占め
る職員給与費比率

区　　分
総費用

　　　　　　　　千円 ％ ％　　千円 　　　　　　　　　　千円

純損益又は実質収支

375,666

405,503

基本給

給与費 B/A

4.52

7,207

千円 千円 　　　　　千円 千円

95,529 15,365 40,459

職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

総費用に占める職員給
与費比率

Ｂ／Ａ

職員給与費
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イ　退職手当（18年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１８年度に退職した職員に支給された平均額である。

エ　特殊勤務手当（19年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

（5) その他の手当（19年４月１日現在）

・その他の加算措置　  定年前早期退職特例措置として２％～２
０％の加算があります。
・退職時特別昇給　　　 １～２号給

・その他の加算措置　  定年前早期退職特例措置として２％～２
０％の加算があります。
・退職時特別昇給　　　 １～２号給

59.28 59.28 59.28 59.28

47.50 59.28 47.50 59.28

33.50 41.34 33.50 41.34

伊達市一般行政職平均

23.50 30.55 23.50 30.55

（一般行政職に同じ）

（一般行政職に同じ）

（一般行政職に同じ）

（一般行政職に同じ）

日額1回　500円

水道作業職員手当 水道事業職員 水道に関する事務に専ら従事する者 月額　6,000円

右記業務に従事した職員
徴収業務に従事したとき、又は保育料等税外収入の徴収業務
に従事したとき

市税等徴収手当

水源地に勤務したとき

4,546 千円（一般行政職に同じ）

2,835

国の制度と
の異同

支 給 実 績 （ 平 成 １ ８ 年 度 決 算 ）

支給職員１人当たり

千円

水源地勤務手当 右記業務に従事した職員

100.0

左記職員に対する支給単価手当の名称

（18年度決算）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 １ ８ 年 度 決 算 ）

内容及び支給単価手当名 国の制度と異なる内容

111 千円

支給実績（平成18度決算） 2,118

伊　　　　　　　　　　　達　　　　　　　　　　　市

131 千円

36,205 円

手当の種類（手当数） 4

45,006 円

扶養手当

住居手当

通勤手当 47,211 円

720 千円

897 千円

（一般行政職に同じ）

（一般行政職に同じ）

寒冷地手当

単身赴任手当

宿日直手当

584,939 円

724 千円

5,849 千円管理職手当

―　　円

8,200 円

―　　千円

227,300 円

平均支給年額
支給実績

（18年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成18度決算） 84,571

日額1回　500円

右記業務に従事した職員 水道料金等徴収業務に従事したとき水道料金等徴収手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（19年度）

日額1回　500円

主な支給対象職員 主な支給対象業務
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　(2)　病院事業
  　① 職員給与費の状況
ア　決算

（参考）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、１９年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（19年４月１日現在）

歳 円 円 歳 円 円

歳 円 円 歳 円 円

歳 円 円 歳 円 円

１　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

２　基本給には、月額給料及び調整額、扶養手当を含みます。

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（１８年度支給割合） （１８年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 職制上の段階、職務の級等による加算措置 有

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

216,054 8,002

356,68444.2

基本給

37.0 293,387

普　　通　　会　　計

給与費 B/A

千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

17年度の総費用に占め
る職員給与費比率

％　　

52.02

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

　　　　　千円

60.10%

552,044

（注）

平均月収額基本給平均年齢

市町村平均

平均年齢

伊達市

49.2

平均月収額

43.0 564,908 1,294,193

379,493

604,200

617,684

473,921557,559

1,536,294

区　　分
総費用 純損益又は実質収支 職員給与費

総費用に占める職員給
与費比率

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

１８年度
千円　 　　　　　　　千円 　　　　　千円

457,201 13,209 274,778

区　　分
職員数

　　　　　　Ａ

１８年度
人

127,028 38,07527 50,951

１人当たり平均支給額（１８年度） １人当たり平均支給額（１８年度）

区　　分

医師 49.8

伊　　　　　達　　　　　市

事務職 49.7

看護師

403,375

1,885 1,804

2.95 1.45 2.95 1.45

1.55 0.75 1.55 0.75
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イ　退職手当（19年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１７年度に退職した職員に支給された平均額である。

エ　特殊勤務手当（19年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

（5) その他の手当（１９年４月１日現在）

伊　　　　　　　　　　　達　　　　　　　　　　　市 伊達市一般行政職平均

23.50 30.55 23.50 30.55

33.50 41.34 33.50 41.34

47.50 59.28 47.50 59.28

59.28 59.28 59.28 59.28

・その他の加算措置　  定年前早期退職特例措置として２％～２
０％の加算があります。
・退職時特別昇給　　　 １～２号給

・その他の加算措置　  定年前早期退職特例措置として２％～２
０％の加算があります。
・退職時特別昇給　　　 １～２号給

支給実績（平成18度決算） 13,321

支給職員１人当たり平均支給年額（平成18度決算） 493,373

職員全体に占める手当支給職員の割合（19年度） 100.0

手当の種類（手当数） 5

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

放射線技師、衛生検査、理
学・作業療法手当

医療技師 梁川病院に勤務したとき 月額　12,600円～23,000円

診療手当 医師 梁川病院に勤務したとき
月額　100,000円～300,000
円

研究手当 医師、薬剤師 梁川病院に勤務したとき 月額　11,500円～50,000円

病院危険手当 病院勤務職員 梁川病院に勤務したとき 月額　3,500円

支 給 実 績 （ 平 成 １ ８ 年 度 決 算 ） 2,934 千円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 １ ８ 年 度 決 算 ） 154,427 円

手当名 内容及び支給単価
国の制度と
の異同

国の制度と異なる内容
支給実績

（18年度決算）

支給職員１人当たり

平均支給年額

（18年度決算）

201,667 円

住居手当 （一般行政職に同じ） 752 千円 75,220 円

扶養手当 （一般行政職に同じ） 2,420 千円

73,533 円

単身赴任手当 （一般行政職に同じ） ―　　千円 ―　　円

通勤手当 （一般行政職に同じ） 1,323 千円

1,696,667 円

寒冷地手当 （一般行政職に同じ） 382 千円 34,800 円

宿日直手当 （一般行政職に同じ） 5,090 千円

791,035 円管理職手当 （一般行政職に同じ） 3,955 千円

看護深夜勤務手当 看護師、准看護師 梁川病院に勤務したとき 1回　2,000円～3,200円
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　(3)　訪問看護ステーション事業
  　① 職員給与費の状況
ア　決算

（参考）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、１９年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（１９年４月１日現在）

歳 円 円 歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（１８年度支給割合） （１８年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 職制上の段階、職務の級等による加算措置 有

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

　　　　　千円 千円 千円

22,555 1,677 9,115 33,347 6,669

千円

87.05

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A

17年度の総費用に占め
る職員給与費比率

％　　

1.55 0.75 1.55 0.75

2.95 1.45 2.95 1.45

１人当たり平均支給額（１８年度） １人当たり平均支給額（１８年度）

1,822 1,804

37.0 293,387 473,921

伊　　　　　達　　　　　市 普　　通　　会　　計

看護師 48.10 378,000 561,004

伊達市 市町村平均

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額 平均年齢 基本給 平均月収額

5

千円
１８年度

人

区　　分
職員数

　　　　　　Ａ

　　　　　千円

46,728 -323 43,886 93.92%
１８年度

千円　 　　　　　　　千円 　　　　　千円

総費用に占める職員給
与費比率

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

区　　分
総費用 純損益又は実質収支 職員給与費

14



イ　退職手当（１９年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１８年度に退職した職員に支給された平均額である。

エ　特殊勤務手当（１９年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

（5) その他の手当（18年４月１日現在）

592,560 円管理職手当 （一般行政職に同じ） 592 千円

―　　円

寒冷地手当 （一般行政職に同じ） ―　　千円 ―　　円

宿日直手当 （一般行政職に同じ） ―　　千円

51,120 円

単身赴任手当 （一般行政職に同じ） ―　　千円 ―　　円

通勤手当 （一般行政職に同じ） 255 千円

―　　円

住居手当 （一般行政職に同じ） ―　　千円 ―　　円

扶養手当 （一般行政職に同じ） ―　　千円

支給実績
（18年度決算）

支給職員１人当たり

平均支給年額

（18年度決算）

手当名 内容及び支給単価
国の制度と
の異同

国の制度と異なる内容

支 給 実 績 （ 平 成 １ ８ 年 度 決 算 ） 618 千円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 １ ８ 年 度 決 算 ） 150,527 円

看護深夜勤務手当 看護師、准看護師 梁川病院に勤務したとき 1回　2,000円～3,200円

病院危険手当 病院勤務職員 梁川病院に勤務したとき 月額　3,500円

手当の種類（手当数） 2

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

支給職員１人当たり平均支給年額（平成18度決算） 42,000

職員全体に占める手当支給職員の割合（19年度） 100.0

・その他の加算措置　  定年前早期退職特例措置として２％～２
０％の加算があります。
・退職時特別昇給　　　 １～２号給

・その他の加算措置　  定年前早期退職特例措置として２％～２
０％の加算があります。
・退職時特別昇給　　　 １～２号給

支給実績（平成18度決算） 210

59.28 59.28 59.28 59.28

47.50 59.28 47.50 59.28

33.50 41.34 33.50 41.34

伊　　　　　　　　　　　達　　　　　　　　　　　市 伊達市一般行政職平均

23.50 30.55 23.50 30.55
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